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製品利用条件を考慮した部品寿命分布による

保守部品需要予測と生産意思決定 
Service Parts Demand Forecasting Model with Different Failure Rate Depending on 

Product Usage Environment for Making Decision on Final Production Volume 

 
 多くのメーカは，製品の製造終了後も長期間保守部品を保有する。一方，部

品の旧式化は早まり，保守部品の生産は保有期間の序盤や中盤で打切られてい

る。メーカは，生産打切りに備えて部品の作りだめを行うが，欠品と過剰在庫

の両方を発生させないように生産量を決定する必要がある。そこで，生産打切

り以降の生涯部品需要を高い精度で予測する手法が要望されている。従来，保

守部品の生涯需要予測では，製品の市場残存率や部品故障率，メーカでの部品

交換の発生率を推定する予測モデルが利用されている。しかし従来モデルでは，

製品利用条件の違いによる部品寿命のバラツキを考慮しておらず，実用的な精

度で予測できない場合が多い。本稿では，部品寿命のバラツキを寿命分布とγ

分布の混合分布で表した予測モデルを提案する。あるメーカの実データを用い

て提案モデルの予測性能を評価した結果，従来よりも高い精度で予測できるこ

とがわかった。 
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１．はじめに 
多くの耐久消費財メーカでは，販売後に故障した製品

を修理するため，製品の製造終了後も保守部品を保有し

ている。耐久消費財は，長期間製品を安全に利用できる

ことが社会的に望まれているだけでなく，ユーザからの

修理依頼への即応が顧客満足度の向上や顧客の囲い込み

に有効であるという特徴を持つ。こうした事情により，

保守部品の保有期間は販売開始から 10 年以上の長期間

になることも多い。 

一方，新製品の市場投入サイクルは近年短期化してい

る。そのため，構成部品の旧式化も早まり，メーカは保

有期間の序盤や中盤で保守部品の生産を打切らねばなら

ない状況にある。そこでメーカは，生産打切りの時点で

保有期間の終了までに必要な部品を作りだめし，将来の

製品修理の需要に対応できるようにしている。 

部品の最終生産量は，生産打切り時点で予測された生

涯部品需要に基づいて決められる。最終生産で作りだめ

した在庫が実需よりも過剰に多い場合には，余分な保管

コストや廃棄コストが発生し，少ない場合には欠品によ

る代替製品提供などのペナルティコストが発生する。適

正量の部品を作りだめし，保有期間の在庫を適正化する

ことは，メーカにとって重要な経営課題となっている。

このような状況の下，部品生産打切り以降の生涯需要を

高い精度で予測したいという要望がある。 

保守部品の需要予測には，大きく分けてクロストン法

などの時系列手法やブートストラップ法を用いて予測す

るアプローチ 1, 2)と，部品故障やメーカでの部品交換の発

生をモデル化して予測するアプローチ 3, 4, 5, 6)がある。一

般的に，保有期間での保守部品の年次需要量は，序盤で

増加した後中盤で安定(一定化)し，終盤で減少するとい

う傾向を辿る。よって，過去の需要傾向が将来も継続す

ると仮定して予測する前者のアプローチは，序盤での生

涯需要予測には適用できない。このような場合には後者

のアプローチが用いられている 5, 6)。 

後者のアプローチでは，製品の市場残存率，構成部品

の故障率，メーカでの部品交換率の 3 要素を用いる予測

モデルが構築されてきた。しかし，同じ部品でも組込ま

れた製品の利用条件により寿命にバラツキが生じる。従
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来の予測モデルではこうしたバラツキを考慮できず，多

くの部品で十分な予測精度を得ることが困難であった。 

本稿では，この課題を解決するため，製品の利用条件

による部品寿命のバラツキを混合分布で表した予測モデ

ルを提案する。従来の寿命分布にバラツキの要素を取り

込むことで，より現実に近い部品故障率を推定できるよ

うになり，予測精度の向上が見込める。 

また，メーカが部品の最終生産量を決定するためには，

予測した需要の不確実性を吸収するための安全在庫を考

慮する必要がある。本稿ではそのための信頼区間の計算

についても述べる。 

 

２．部品故障とメーカでの部品交換のモデル化 

出荷された製品の部品故障と，それによるメーカでの

部品交換に基づく予測モデルでは，製品の市場残存率，

部品故障率，部品交換率の 3 つの要素が考慮されている。 

製品の市場残存率は，出荷した製品のうち市場で利用

されているものの割合である。部品故障率は利用中の製

品の構成部品が故障する確率である。部品交換率は，故

障発生時にメーカで修理対象となる割合である。対象外

の製品はユーザによって廃棄されるか，あるいは市販の

代用部品等で修理され，メーカの需要にはつながらない。 
Ritchie ら 5)は部品故障が指数分布に従って発生する

と仮定し，再生理論を用いて以下の予測モデルを構築し

た。 
 
 
 
ここで λ は故障率パラメータであり，μ は部品交換率

を定めるパラメータである。指数関数部分が部品交換率

となる。S(t)と D(t)はそれぞれ製品出荷開始年を t=1 とし

たときの，経過年 t での製品出荷量と需要量である。市

場残存率は常に 1 とし，市場での製品減少の影響は考慮

していない。 

式（1）では，寿命分布は指数分布と仮定しているため，

一定の故障率が予測値の計算に使用される。しかし，実

際の部品故障率は，時間の経過とともに図 1 のようなバ

スタブ曲線を描くことが知られており，減少，一定，増

加と変化する。そのため，保守部品の生産打切り時点で

の生涯需要予測では，故障率の変化に対応する必要があ

る。 

そこで Hong ら 6)は部品寿命が Weibull 分布に従うとき

の予測モデルを構築した。さらに部品故障と独立した製

品寿命による製品数の減少を考慮するため，市場残存率

パラメータを導入した。 

しかし，こうした従来手法では高精度の需要予測は困

難であった。その原因の１つに製品の利用条件の違いに

よる個々の部品寿命のバラツキがある。現実の製品利用

を考えると，同じ製品であっても使用場所に応じて日々

の使用時間や気温，湿度などの外部条件は異なる。この

とき，構成部品の寿命には各製品の利用条件に応じたバ

ラツキが生じる。指数分布や Weibull 分布では，こうし

た製品利用条件による部品寿命のバラツキを考慮できな

い。このため，予測モデルで推定した故障率と現実の故

障率は乖離し，結果として予測誤差も大きくなっていた。 
 
３．提案モデルの構築と信頼区間の計算 
3.1 部品寿命のバラツキを考慮した予測モデルの構築 

提案する予測モデルは，従来と同様に製品の市場残存

率，部品故障率，部品交換率の 3 つの要素を用いる。  
まず，製品利用条件の違いによる部品寿命のバラツキ

を考慮した部品故障率を求めるため，Weibull 分布のパラ

メータが γ 分布に従う混合分布を構築する。2 つの分布

の混合分布を用いる方法は，消費財系新製品の需要予測

手法で各消費者の購買タイミングのバラツキを考慮する

ために用いられており，高い予測精度の実現に貢献して

いる 7)。Weibull 分布と γ分布の混合分布 F(t)は以下のよ

うに表される。 

 

 

 

混合分布では，Weibull 分布の特性寿命に関連するパラ

メータ θ を γ 分布に従う確率変数として扱う。γ 分布が

様々な製品利用条件下での部品寿命に該当する（図 2）。

式（2）のように，確率変数 θが取る値の範囲で積分する

ことにより，部品寿命が長い（緩い利用条件）場合から

図 1 バスタブ曲線 
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部品寿命が短い（厳しい利用条件）場合まですべての製

品利用条件での部品寿命を考慮した分布を得ることがで

きる。 

実際の部品故障率 h(t)は，混合分布 F(t)から求まる以下

のハザード関数として計算する。ただし F’(t)=dF(t)/dt で

ある。 

 

 

次に部品交換率については，図 3 の実線のように製品

出荷開始からの経過年に対して反転 S 字曲線を描くと仮

定する。この仮定は，以下のような状況が想定されるた

めである。 

・ 一部の部品では代用部品が市場に普及する。一般

の製品と同様，S 字の成長曲線に沿って普及する

場合，普及率の上昇と反対に交換率は減少する。 

・ 製品が旧式化すると，部品が故障しても新製品の

普及にあわせて買換えが進み，交換率は減少する。 

提案モデルでは，部品交換率 u(t)は以下の式で与えら

れるとした。 

 

 

最後に製品の市場残存率についても，図 3 点線に示す

ような反転 S 字曲線を描くと仮定する。この仮定は， 

・ 製品が旧式化すると，以降は部品故障の有無にか

かわらず，新製品の普及にあわせて買換えが発生

し，利用中の製品は減少する。 

と想定されるためである。そこで，残存率 v(t)は以下の

式で与えられるとした。 

 

 

以上より，n 年にわたって製品を出荷したときの，経

過年 t での部品需要量 D(t)は下式のように計算する。た

だし，n>t のときには n=t として計算する。 

 

 

 

ここで，t=1 は製品出荷開始年であり，S(t)は経過年 t

での製品出荷量である。H(t)は，部品故障の発生が各経

過年で高々1 回であり，かつ修理は直ちに実行されて故

障が発生した時点からまた製品を再利用すると仮定した

ときの故障率で，以下の式で表される。 

 

 

 

実際に，提案モデル D(t)で需要を予測する際には，過

去 m 年分の保守部品出荷実績 A(t) （t=1,…,m）を用いて，

式（8）の二乗誤差 E が最小となるように D(t)のパラメ

ータ r, m, s, u, v を推定する。D(t)は非線形関数であるた

め，推定には最適化アルゴリズムを用いる。この際，部

品交換率と市場残存率は同じ形の関数であるが，パラメ

ータ u と v の探索範囲をそれぞれ適切に設定することに

より，最適なパラメータ推定値を求めることができる。

パラメータの探索範囲の決定には，製品の平均使用年数

や普及率のように公官庁や団体が収集している統計デー

タを参考にできる。 

 

 

 

パラメータの推定値を決定すれば，それらを式（6）に

代入した D(t)を用いて予測値を計算することができる。 
3.2 信頼区間の推定 

 メーカが保守部品の最終生産量を決定する際には，予

測した需要の不確実性を吸収し，許容欠品率を維持でき

るよう安全在庫を設定する必要がある。 
本稿では，需要の不確実性を互いに独立に平均 0，分

散 σ2の正規分布に従う白色ノイズとして扱う。すなわち，

図 2 Weibull 分布パラメータ θが γ分布する様子
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率 

0 

経過年 t 

1.0 

製品出荷開始 

 製品の旧式化 
 新製品の普及 
 代用部品の普及 
にあわせて減少 



日立 TO 技報 第 16 号 
 

 

19 

観測される部品需要量 A(t)と予測値 D(t)の間には下式の

回帰関係があると仮定する。標準偏差 σが不確実性の大

きさを表す指標となる。 
 
 

保守部品の出荷実績 A(t) （t=1,…,m）が得られたとき，

標準偏差 σの推定値は， 
 
 
 
となる。σ̂ は，事前に最適化アルゴリズムで求められた

D(t)のパラメータ値をもとに計算されているため，必ず

しも最尤推定値になるとは限らない。しかし，D(t)のパ

ラメータ値は二乗誤差 E を最小化するように決めている

から，局所最小とならないように E を最小化できれば，

最尤推定値に漸近すると考えられる。 
 任意の経過年 t で需要予測値 D(t)の信頼区間は， σ̂ を

用いて以下のように求めることができる。 

 

 
α は正規分布のパーセント点を表す係数である。特に，

部品生産打切り時点Tからの経過年数を考慮した場合の

信頼区間は， 

 

 
となる。ただし L は経過年数である。 
このようにして求めた信頼区間の情報から，メーカは

必要な安全在庫量を見積もることができる。例えば，保

守部品保有期間での許容欠品率を 2.5％に設定する場合，

式（11）で α =1.96 とし，信頼上限値から予測値を除い

た部分が安全在庫量となる。 
 

４．提案モデルの評価 
4.1 実データを用いた予測精度の評価 

あるメーカの実績データを用いて，式（6）の提案モデ

ルと式（1）の従来モデルで予測精度の比較実験を行った。

パラメータ推定には遺伝的アルゴリズムを用いた。実績

データは，500個の補修用性能部品と 222個の外装部品，

75 個の付属部品それぞれについて 8 年分の出荷実績と，

各部品を使用している製品の出荷実績である。 

実験では，図 4 に示すように，最初の 5 年分の出荷実

績を予測モデルのパラメータ推定に使用し，残りの 3 年

分を予測精度の評価に使用した。予測精度は，評価期間

での累積実績値と累積予測値の絶対誤差率（APE，式

（13））で評価する。累積値で評価する理由は，メーカの

必要とする情報が生産打切り以降の保有期間の総需要だ

からである。APE が小さいほど予測精度は高い。 
 
 
 
 実験結果を表 1 に示す。表 1 から補修用性能部品，外

装部品，付属部品のすべてで提案モデルの方が APE 平

均値は小さくなった。実験データでは，提案モデルの予

測精度は従来モデルよりも高いことが確認された。 
さらに両モデルの統計的な予測性能差を比較するため，

APE 平均と分散をもとに t 検定を実施した。p 値も表 1

に示している。表 1 から，補修用性能部品と外装部品で

は有意水準 5％で APE 平均に有意差が認められた。その

結果，提案モデルは従来モデルを上回る予測性能を持っ

ていることがわかる。付属部品では有意差は認められな

かったが，これは従来モデルの APE 分散が提案モデルと

比較して非常に大きな値となったためである。安定した

予測精度を得るためには，付属部品でも提案モデルを利

用する方が良い。 
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表 1 予測精度の比較結果 

部品 モデル
APE 
平均 

APE 
分散 

p 値 

提案 0.472 0.210 補修用 
性能部品 従来 0.523 0.498 

0.014

提案 0.788 1.680 
外装部品

従来 0.969 0.841 
0.009

提案 0.532 0.280 
付属部品

従来 0.707 2.435 
0.103
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4.2 在庫削減効果の評価 

実際にある補修用性能部品の予測値と信頼区間をもと

に，メーカが最終生産量を決定したときの過剰在庫の削

減効果を評価した。 
当該部品の出荷実績値および予測モデルによる予測値

と信頼区間を図 5 に示す。信頼区間の計算には式（12）
を用いている。メーカの許容欠品率は，顧客満足を低下

させないようできる限り欠品を避けるため，0.5％（すな

わち α =2.58）を仮定する。 
 経過6～8年の3年分の需要に不確実性を含めて対応で

きる最終生産量 P は，安全在庫を考慮した以下の式で求

められる。 
 
 
 
式（14）により，提案モデル，従来モデルをそれぞれ

利用したときの最終生産量は 914 個，2,015 個となる。実

際の 3 年間の出荷実績累計は 901 個であるから，最終的

な過剰在庫はそれぞれ 13 個，1,114 個となる。提案モデ

ルの利用によって 1,000 個以上の過剰在庫が削減される

ことがわかる。 
 このような過去データを用いた在庫削減効果の評価は，

提案モデルを実業務で採用する際の重要な判断基準とな

る。メーカが提案モデルを用いて実業務で戦略的な生産

意思決定をするためには，欠品率だけでなく保有期間で

生じる在庫コストも考慮する必要がある。欠品率を非常

に小さく設定すると，最終生産した部品在庫を長期間保

有し続けることになり，生産コストや保管コスト，廃棄

コストの増加につながる。一方で部品が欠品すれば，代

替製品の提供などペナルティコストが発生する。よって，

部品の生産・保有・廃棄の各コストとペナルティコスト

を合わせたトータル在庫コストと欠品率をバランスする

ためのシミュレーション技術を需要予測と組み合わせる

ことが戦略的な意思決定支援に有効である。 
 
５．おわりに 
 メーカでは，製品の製造終了後も長期間保守部品を保

有している。部品在庫を適正化するため，保有期間の序

盤や中盤に実施される部品生産打切り以降の生涯需要を

高精度で予測する技術が要望されている。 
 従来，保守部品の生涯需要予測では，製品の市場残存

率や部品故障率，部品交換率を用いる予測モデルが利用

されている。しかし，従来モデルでは製品利用条件の違

いによる部品寿命のバラツキを考慮できず，多くの部品

で実用的な予測精度が得られなかった。 

本稿では，製品利用条件の違いによる部品寿命のバラ

ツキを Weibull 分布と γ 分布の混合分布で表した予測モ

デルを提案した。部品寿命のバラツキを反映することで，

より現実に近い部品故障率を推定できる。あるメーカの

実データを用いて提案モデルの予測性能を評価した結果，

従来よりも高い精度で予測できることがわかった。 
提案モデルでは，信頼性の高いパラメータ推定値を得

るために数年分の実績データが必要となる。そのため，

製品出荷開始後 1，2 年で部品生産が打切られて実績が

ほとんど得られない場合には，信頼できる予測値を得る

ことが難しい。日立 TO では，こうした場合にも予測可

図 5 ある保守部品の予測値と信頼区間の上限値 
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能な，経験分布を用いる手法も研究している。 
今後は，需要予測技術とシミュレーション技術を組み

合わせ，保守部品在庫管理ソリューションの付加価値を

高めていく。 
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